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住み慣れた地域でいきいきと
暮らし続けられるまちづくりをめざして






新宿区では、このたび、平成30年度から10年先を見据え、障害者施策を計画的に推進していくための新たな障害者計画を策定しました。併せて、国や都の計画と整合を図りながら、平成30年度から3か年で達成すべき目標とそのための施策を定める第１期障害児福祉計画及び第5期障害福祉計画を一体的な計画として策定しました。
平成28年4月には障害者差別解消法が施行され、障害者への不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮を行うことが明確にうたわれました。さらに、東京2020オリンピック・パラリンピックの開催を好機と捉え、区でも多くの方に関心を持っていただけるような情報発信や取組を行い、障害理解を推進し、社会的にも物理的にも真のバリアフリー社会の実現をめざします。
本計画においては、「障害者が尊厳を持って生活できる地域共生社会の実現」、「バリアフリー社会の実現」、「必要な時に必要な支援が得られる地域共生社会の実現」の3つの基本理念を掲げています。障害の重度化、障害者の高齢化や親亡き後にも対応可能な、住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けられるまちづくりをめざし、取り組んでまいります。
本計画の策定にあたりましては、新宿区障害者施策推進協議会で議論をいただいたほか、調査やパブリック・コメントにおいても、障害のある方やご家族の方、関係団体はじめ、区民の皆さまから多くのご意見やご提案をいただきました。心より御礼申し上げます。今後とも皆さまの深いご理解とご支援をいただきながら、本計画の着実な推進に取り組んでまいります。[image: ]

平成30（2018）年2月　　　　　　新宿区長　吉住健一
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第１部　　　　総　　　論





第１章　計画の策定にあたって
１　計画策定の背景
（１）新宿区における障害者施策の計画的推進の経緯
　区は、障害者施策を計画的、総合的に推進するための指針として、障害者基本法に基づき、福祉、保健、医療、教育、就労、まちづくりなど広範な施策分野にわたり、区の障害者施策のあり方について定めた新宿区障害者計画を平成13年度に策定しました。
平成18年４月に障害者自立支援法◆が施行され、障害者に最も身近な区市町村が福祉サービスの一元的な実施主体として位置付けられ、「障害福祉計画」の策定が地方自治体に義務付けられました。
これを受けて区は計画的にサービス提供を推進していくために、数値目標を設定し、サービス提供体制の確保の方策を定める「第１期新宿区障害福祉計画」を平成19年３月に策定しました。平成21年３月には、障害者施策を計画的、総合的に推進するため９年間の障害者施策のあり方を定めた「新宿区障害者計画」と一体的に「新宿区障害者計画・第２期新宿区障害福祉計画」を策定しました。
その後、平成24年3月には、以下に述べる制度改革等の一部を受けて障害者計画の見直しを含む「新宿区障害者計画・第3期新宿区障害福祉計画」と、平成27年３月に「新宿区障害者計画・第4期新宿区障害福祉計画」を策定しました。

（２）国の障害者制[image: ]度改革の動向等
　国では、平成19年に署名した「障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利条約」という。）」の締結に先立ち、必要な国内法の整備を始めとする障害者施策の諸改革を進めるべきとする障害当事者等の意見も踏まえ、「障がい者制度改革推進会議」（平成21年12月～平成24年7月）を設立し、検討が進められました。
　平成23年６月には「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律◆（以下「障害者虐待防止法」という。）」が成立し、平成24年10月に施行されています。
　さらに、平成23年７月には障害者計画の根拠法である「障害者基本法」が改正され、地域社会における共生等の新たな視点が盛り込まれることになりました。
　平成24年６月には、それまでの障害者自立支援法に代えて、新たに「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律◆（以下「障害者総合支援法」という。）」が制定されました。同法では、制度の谷間のない支援を提供する観点から難病患者が障害者福祉の対象に含まれることになりました。
　平成25年６月には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律◆（以下「障害者差別解消法」という。）」が成立し、平成28年4月から施行されています。障害者差別解消法では、障害を理由とする差別等の権利侵害行為の禁止とともに、社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害（合理的配慮◆の不提供）の防止が定められました。
　これら一連の法整備を経て、平成26年１月には「障害者権利条約」が批准されました。
その後、障害者総合支援法施行３年後の見直しが行われ、平成28年6月には、「障害者総合支援法」と「児童福祉法」が改正されました。この改正により、地域での生活を支える「自立生活援助」や「就労定着支援」等のサービス、高齢障害者が介護保険サービスを利用する場合の利用者負担の軽減の仕組みなどが新たに設けられました（平成30年4月施行）。加えて、障害児の多様化するニーズに対応し、計画的に支援の提供体制を整備していくため、「障害児福祉計画」の策定が義務付けられました。
また、平成28年７月には、厚生労働省が「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を設置し、介護保険制度の見直しによる「共生型サービス」の創設や介護・障害の報酬改定など、「地域共生社会」の実現に向けた取組を進めています。

（３）新宿区障害者計画、第１期新宿区障害児福祉計画・第５期新宿区障害福祉計画の策定
　こうした動きの中で、区は、関係法との整合を図りながら、障害福祉施策を総合的かつ計画的に展開していくため、「新宿区障害者計画・第4期障害福祉計画」の見直しを行い、新たに「新宿区障害者計画、第１期新宿区障害児福祉計画・第５期新宿区障害福祉計画」を策定するものです。
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２　計画の位置づけ
（１）新宿区障害者計画
障害者基本法第11条第３項に基づく区の障害者計画で、障害者のための施策に関する区の基本的な計画です。
障害者基本法の改正、障害者自立支援法◆から障害者総合支援法◆への改正、障害者虐待防止法◆の施行、障害者差別解消法◆の制定、障害者権利条約批准といった障害者に関連する法制度が大きく動いている情勢を受け、平成30年度から平成39年度の10か年にわたる計画を策定します。

（２）第１期新宿区障害児福祉計画・第５期新宿区障害福祉計画
第1期障害児福祉計画は、平成28年6月に改正され平成30年4月から施行される児童福祉法第33条の20に基づき、障害児通所支援等の提供体制の確保その他障害児通所支援等の円滑な実施について、新たに定める区の障害児福祉計画です。また、第5期障害福祉計画は、障害者総合支援法第88条第１項に基づく区の障害福祉計画で、両計画とも平成30年度以降３年間の計画期間中に係る成果目標、サービスの種類ごとの必要な見込量などを含む区の具体的な施策について定めています。
　本計画は、新宿区障害者計画、第1期新宿区障害児福祉計画及び第5期新宿区障害福祉計画を一体的に調和のとれた計画として策定しました。児童福祉法及び障害者総合支援法に基づくサービスの提供体制確保の方策等は、第３部にまとめています。また、特に財政面での確保が必要な事業等については、財源の裏づけをもって計画的に実施する新宿区実行計画の計画事業として位置づけていきます。
本文中、新宿区障害者計画の個別施策の各項目、新宿区障害児福祉計画及び新宿区障害福祉計画のサービスの各項目では、それぞれの計画の対象となる項目を紹介しています。また、基本施策ごとの主な事業を巻末の資料で紹介しています。
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新宿区基本構想    
新しい時代の新宿区のまちづくりを進めるにあたり、基本理念、区がめざすまちの姿、まちづくりの基本目標及び区政運営の基本姿勢を明らかにするもので、地方自治法第２条に基づき定める、まちづくりの基本指針です。
新宿区総合計画   
「基本構想」を受けて策定された区の最上位計画であり、区の各分野の個別計画を総合的に調整する指針です。社会福祉法に基づく「地域福祉計画」も内包した計画です。障害者福祉分野では「障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備」を掲げています。

新宿区実行計画   
「基本構想」に定めた、めざすまちの姿の実現をめざし、総合計画に示した施策を具体的な事業として計画的に実施していくために策定する行財政計画であり、区政運営の具体的指針となるものです。
[bookmark: _GoBack]計画の期間は、第一次実行計画は平成30（2018）年度から平成32（2020）年度まで、第二次実行計画は平成33（2021）年度から平成35（2023）年度まで、第三次実行計画は平成36（2024）年度から平成39（2027）年度までとなっています。

計画の位置づけ


新宿区実行計画
(平成30（2018）年度～
平成32（2020）年度)
第二次実行計画
(平成33（2021）年度～
平成35（2023）年度)
（平成30（2018）年度～平成39（2027）年度）
第１期新宿区障害児福祉計画・
第５期新宿区障害福祉計画
（平成30年度～平成32年度）
（2018年度～2020年度）
新 宿 区 障 害 者 計 画
新宿区基本構想（平成20（2008）年度　～　平成37（2025）年度）

新宿区総合計画（平成30（2018）年度　～　平成39（2027）年度）

(平成36（2024）年度～
平成39（2027）年度)
第一次実行計画
第三次実行計画
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３　計画の期間
（１）新宿区障害者計画
平成30（2018）年度から平成39（2027）年度までの10年間の計画として策定します。障害児福祉計画・障害福祉計画の策定にあわせて、必要な見直しを行います。

（２）第１期新宿区障害児福祉計画・第５期新宿区障害福祉計画
平成30（2018）年度から平成32（2020）年度までの３年間の計画とします。計画の進捗状況等を見極め、児童福祉法及び障害者総合支援法◆に基づき３年ごとに計画を策定します。

[image: ]計画の期間



	年度
	2018
	2019
	2020
	2021
	2022
	2023
	2024
	2025
	2026
	2027

	新宿区障害者計画

	
	
	見直し

	
	
	見直し

	
	
	
	

	新宿区障害児福祉計画第4期
第　３　期
第　２　期
第　1期

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	新宿区障害福祉計画第8期
第　７　期
第　６　期
第　５　期

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	新宿区総合計画
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	新宿区実行計画第三次
第二次
第一次

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




４　計画の推進体制
　区は、本計画に定める施策の進捗状況の把握及び効果等の検証を、庁内の関係部署において定期的に行うとともに、「新宿区障害者施策推進協議会」をはじめ、障害者や障害者団体、事業者、関係機関等と協議・意見交換を行いながら、本計画を着実に推進します。
　また、｢新宿区障害児福祉計画・新宿区障害福祉計画｣の策定及び｢新宿区障害者計画｣の必要な見直しについては、｢新宿区障害者施策推進協議会｣において協議し、策定・見直しを行っていきます。
　さらに、｢新宿区障害者自立支援協議会｣の意見を受け、障害者団体、事業者、関係機関等とは協議・意見交換を行い、本計画の策定・見直しに反映させていきます。
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第２章　新宿区の障害者の現状
１　新宿区の障害者数
（１）障害者手帳所持者数
　平成29年4月1日現在の身体障害者手帳所持者は11,163人、愛の手帳所持者（[image: ]知的障害者）は1,599人、平成29年3月31日現在の精神障害者保健福祉手帳所持者は2,670人となっています。障害者手帳の所持者数は、各手帳とも増加傾向にあります。

図１　障害者手帳所持者数の推移					　（単位：人）
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※　「身体障害者手帳」は左側縦軸数値、「愛の手帳（知的障害者）」及び「精神障害者保健福祉手帳」は右側縦軸数値
※　｢身体障害者手帳｣及び｢愛の手帳（知的障害者）｣は各年４月１日現在、｢精神障害者保健福祉手帳｣は各年3月末日現在


表１　障害者手帳所持者数の推移					　（単位：人）
	
	平成20年
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年

	身体障害者
	9,727
	9,942
	10,045
	10,251
	10,462

	知的障害者
	1,094
	1,160
	1,262
	1,348
	1,394

	精神障害者
	1,181
	1,481
	1,693
	1,884
	1,992

	人　口
	312,054
	315,952
	317,742
	319,193
	318,936



	
	平成25年
	平成26年
	平成27年
	平成28年
	平成29年

	身体障害者
	10,638
	10,826
	11,050
	11,021
	11,163

	知的障害者
	1,420
	1,470
	1,511
	1,571
	1,599

	精神障害者
	2,024
	2,175
	2,382
	2,520
	2,670

	人　口
	320,996
	324,669
	328,787
	335,510
	339,339


※　｢人口｣は、平成24年までは新宿区の住民基本台帳及び外国人登録人口の合計、平成25年から住民基本台帳の人口（住民基本台帳法が改正され、平成24年７月から、外国人も住民基本台帳制度の適用対象になりました）を表しています。各年４月１日現在
※　｢身体障害者｣及び｢知的障害者｣は各年４月１日現在、｢精神障害者｣は各年3月末日現在
[image: ]
（２）身体障害者（身体障害者手帳所持者）数
　平成29年４月１日現在の身体障害者手帳所持者数は、11,163人で、区人口に占める割合は約3.3％となっています。障害程度の構成比では、１級が3,878人と最も多く、重度者（１級・２級）が半数以上を占めています。
図２－１　身体障害者手帳所持者数の推移（障害等級別）		（単位：人）
[image: ]





















※　各年度４[image: ]月１日現在
表２－１　身体障害者手帳所持者の障害等級別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	障害等級別
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	身体障害者
手帳所持者数
	10,462
	10,638
	10,826
	11,050
	11,021
	11,163

	１級
	3,602
	3,612
	3,651
	3,776
	3,779
	3,878

	
	34.4%
	34.0%
	33.7%
	34.2%
	34.3%
	34.7%

	２級
	1,894
	1,929
	1,948
	1,948
	1,954
	1,984

	
	18.1%
	18.1%
	18.0%
	17.6%
	17.7%
	17.8%

	３級
	1,917
	1,952
	2,014
	2,032
	1,981
	2,005

	
	18.3%
	18.3%
	18.6%
	18.4%
	18.0%
	18.0%

	４級
	2,136
	2,212
	2,290
	2,354
	2,358
	2,347

	
	20.4%
	20.8%
	21.2%
	21.3%
	21.4%
	21.0%

	５級
	455
	465
	462
	473
	485
	485

	
	4.3%
	4.4%
	4.3%
	4.3%
	4.4%
	4.3%

	６級
	458
	468
	461
	467
	464
	464

	
	4.4%
	4.4%
	4.3%
	4.2%
	4.2%
	4.2%



全体としては微増または横ばい傾向にありますが、長期的に見ると、年齢別では、65歳以上の年齢層で増加傾向が見られます。平成20年から平成29年までに、65歳以上の人数は1,185人（2.4ポイント）増加しています。

図２－２　身体障害者手帳所持者数の推移（年齢別）			（単位：人）
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※　各年度４月１日現在

表２－２　身体障害者手帳所持者の年齢別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）

	年齢別
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度

	18歳未満
	130
	132
	141
	157
	152

	
	1.3%
	1.3%
	1.4%
	1.5%
	1.5%

	18～64歳
	3,392
	3,402
	3,636
	3,533
	3,622

	
	34.9%
	34.2%
	36.2%
	34.5%
	34.6%

	65歳以上
	6,205
	6,408
	6,268
	6,561
	6,688

	
	63.8%
	64.5%
	62.4%
	64.0%
	63.9%



	年齢別
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	18歳未満
	150
	154
	159
	146
	154

	
	1.4%
	1.4%
	1.4%
	1.3%
	1.4%

	18～64歳
	3,625
	3,616
	3,646
	3,599
	3,619

	
	34.1%
	33.4%
	33.0%
	32.7%
	32.4%

	65歳以上
	6,863
	7,056
	7,245
	7,276
	7,390

	
	64.5%
	65.2%
	65.6%
	66.0%
	66.2%


[image: ]
身体障害には、視覚障害、聴覚・平衡機能障害◆、音声・言語・そしゃく機能障害◆、肢体不自由、内部障害という種類があります。
障害種類別では、内部障害※が、平成24年から平成29年の間に約1.2倍と増加傾向を示しています。

図２－３　身体障害者手帳所持者数の推移（障害種類別）	　　　（単位：人）
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※　各年度４[image: ]月１日現在
※　重複障害の方については、代表部位一つについて計上しています。代表部位とは、身体障害者手帳に記載されている複数の障害のうち、一番上に記載されているものです。

表２－３　身体障害者手帳所持者の障害種類別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	障害種類別
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	視覚障害
	865
	845
	850
	828
	816
	815

	
	8.3%
	7.9%
	7.9%
	7.5%
	7.4%
	7.3%

	聴覚・平衡機能障害
	755
	752
	756
	755
	765
	763

	
	7.2%
	7.1%
	7.0%
	6.8%
	6.9%
	6.8%

	音声・言語そしゃく
機能障害
	151
	148
	150
	131
	126
	139

	
	1.4%
	1.4%
	1.4%
	1.2%
	1.1%
	1.2%

	肢体不自由
	5,074
	5,154
	5,210
	5,279
	5,194
	5,159

	
	48.5%
	48.4%
	48.1%
	47.8%
	47.1%
	46.2%

	内部障害
	3,617
	3,739
	3,860
	4,057
	4,120
	4,287

	
	34.6%
	35.1%
	35.7%
	36.7%
	37.4%
	38.4%


※　内部障害とは、身体障害者福祉法で定める障害のうち、①心臓機能障害、②腎臓機能障害、③呼吸器機能障害、④膀胱・直腸機能障害、⑤小腸機能障害、⑥ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害（HIV感染症）、⑦肝臓機能障害の７種類

（３）知的障害者（愛の手帳所持者）数
　平成29年４月１日現在の愛の手帳所持者数は、1,599人で、区人口に占める割合は0.5％となっています。全体の手帳所持者数は、平成24年から平成29年の間に約1.15倍と増[image: ]加傾向を示しています。障害等級では４度（軽度）が795人と最も多くなっています。

図３－１　愛の手帳所持者数（知的障害者）の推移（障害度数別）	　（単位：人）
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※　各年度４月１日現在

表３－１　愛の手帳所持者（知的障害者）の障害度数別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	障害度数別
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	知的障害者数
（愛の手帳所持者数）
	1,394
	1,420
	1,470
	1,511
	1,571
	1,599

	１度
	63
	64
	69
	66
	66
	66

	
	4.5%
	4.5%
	4.7%
	4.4%
	4.2%
	4.1%

	２度
	313
	325
	334
	347
	355
	366

	
	22.5%
	22.9%
	22.7%
	23.0%
	22.6%
	22.9%

	３度
	371
	368
	368
	367
	374
	372

	
	26.6%
	25.9%
	25.0%
	24.3%
	23.8%
	23.3%

	４度
	647
	663
	699
	731
	776
	795

	
	46.4%
	46.7%
	47.6%
	48.4%
	49.4%
	49.7%



　年齢別では、18歳未満では横ばいですが、18～64歳と65歳以上で増加傾向にあります。特に65歳以上の人数は、平成24年から平成29年までに、1.4倍に増加しています。

図３－２　愛の手帳所持者数（知的障害者）の推移（年齢別）	（単位：人）
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※　各年[image: ]度４月１日現在

表３－２　愛の手帳所持者数（知的障害者）の年齢別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	年齢別
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	18歳未満
	281
	285
	297
	288
	310
	299

	
	20.2%
	20.1%
	20.2%
	19.1%
	19.7%
	18.7%

	18～64歳
	1,009
	1,016
	1,047
	1,086
	1,112
	1,151

	
	72.4%
	71.5%
	71.2%
	71.9%
	70.8%
	72.0%

	65歳以上
	104
	119
	126
	137
	149
	149

	
	7.5%
	8.4%
	8.6%
	9.1%
	9.5%
	9.3%





（４）精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の交付・所持者数及び自立支援医療（精神通院医療）受給者）数
　平成28年度末現在の精神障害者保健福祉手帳交付者数は1,633人で、区人口に占める割合は約0.5％となっています。平成23年度から平成28年度の間に約1.5倍に増加しています。
また、精神障害者保健福祉手帳の所持者数は2,670人で、区人口に占める割合は0.8％となっています。

※　精神障害者[image: ]保健福祉手帳は、２年毎に精神障害の状態の認定を受けるため、精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、その有効者数となります。

図４－１　精神障害者保健福祉手帳交付者数の推移（障害等級別、交付者数）（単位：人）
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※　各年度末日現在

表４－１　精神障害者保健福祉手帳交付者の障害等級別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	障害等級別
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	交付数（件）
	1,089
	1,204
	1,294
	1,404
	1,408
	1,633

	１級
	64
	70
	58
	71
	69
	92

	
	5.9%
	5.8%
	4.5%
	5.1%
	4.9%
	5.6%

	２級
	549
	555
	579
	617
	629
	713

	
	50.4%
	46.1%
	44.7%
	43.9%
	44.7%
	43.7%

	３級
	476
	579
	657
	716
	710
	828

	
	43.7%
	48.1%
	50.8%
	51.0%
	50.4%
	50.7%




表４－２　精神障害者保健福祉手帳有効者の障害等級別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	障害等級別
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	交付済有効
手帳数（人）
	1,992
	2,024
	2,175
	2,382
	2,520
	2,670

	１級

※

	
	140
	101
	112
	121
	128

	
	
	6.9%
	4.6%
	4.7%
	4.8%
	4.8%

	２級
	
	1,018
	987
	1,040
	1,094
	1,172

	
	
	50.3%
	45.4%
	43.7%
	43.4%
	43.9%

	３級
	
	866
	1,087
	1,230
	1,305
	1,370

	
	
	42.8%
	50.0%
	51.6%
	51.8%
	51.3%


※　精神障害者保健福祉手帳有効者数の等級別内訳統計は平成2４年度から始めました。


　年齢[image: ]別では、65歳以上を除く全ての年代で増加傾向にあり、特に40～64歳では、平成27年度から平成28年度の間に急激な伸びがみられます。

図４－２　精神障害者保健福祉手帳交付者数の推移（年齢別、交付者数）（単位：人）
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　　　　　　※　各年度末日現在
表４－３　精神障害者保健福祉手帳交付者の年齢別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
年齢別
平成26年度
平成27年度
平成28年度
交付数（件）
1,404
1,408
1,633
20歳未満
17
18
22

1.2%
1.3%
1.3%
20～39歳
405
412
470

28.8%
29.3%
28.8%
40～64歳
788
773
944

56.1%
54.9%
57.8%
65歳以上
194
205
197

13.8%
14.6%
12.1%




表４－４　精神障害者保健福祉手帳有効者の年齢別人数・構成比（上段：人数／下段：構成比）
	年齢別
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	交付数（件）
	2,382
	2,520
	2,670

	20歳未満
	28
	30
	46

	
	1.2%
	1.2%
	1.7%

	20～39歳
	597
	626
	709

	
	25.1%
	24.8%
	26.6%

	40～64歳
	1374
	1456
	1547

	
	57.7%
	57.8%
	57.9%

	65歳以上
	383
	408
	368

	
	16.1%
	16.2%
	13.8%



　平成28年度末現在の自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は、4,249人となって[image: ]おり、平成23年度から平成28年度の間に約1.5倍に増加しています。

図４－３　自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移		（単位：人）
[image: ]













※　各年度末日現在

表４－５　自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移		（単位：人）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	受給者数
	2,837
	3,140
	3,576
	4,074
	4,006
	4,249



年齢別では、40[image: ]～64歳が最も多くなっています。

図４－４　自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移（年齢別）（単位：人）
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表４－６　自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移（年齢別）　（単位：人）
	年齢別
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	20歳未満
	56
	58
	80

	
	1.4%
	1.4%
	1.9%

	20～39歳
	1,118
	1,031
	1,167

	
	27.4%
	25.7%
	27.5%

	40～64歳
	2,281
	2,284
	2,378

	
	56.0%
	57.0%
	56.0%

	65歳以上
	619
	633
	624

	
	15.2%
	15.8%
	14.7%





（５）難病患者（難病医療費受給者）数等
　障害者総合支援法◆の施行を受け、平成25年度から難病患者が障害福祉サービスの対象に追加されました。平成28年度末現在の難病患者（難病医療費受給者数）は2,492人で、区人口に占める割合は0.7％となっています。

図５－１　難病患者（難病医療費受給者数）の推移			（単位：人）
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※　各年度末日現在
※　難病医療費受給者数は、国及び都指定助成対象疾病を集計。（平成26年度からは「難病の患者に対する医療費等に関する法律」に基づく指定難病及び都指定単独疾病を集計）

表５－１　難病患者（難病医療費等受給者数）の推移		（単位：人）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	受給者数
	1,718
	1,889
	2,014
	2,180
	2,357
	2,492


※　難病を起因として、平成29年3月末日現在、障害福祉サービスを受けている人は11人います。
※　平成26年5月に「難病の患者に対する医療等に関する法律」が公布され、平成27年1月1日から、新たな難病医療[image: ]費助成制度が始まりました。110疾病を医療費助成の対象疾病（指定難病）と指定して制度が開始され、同年7月1日に196疾病が追加、更に平成29年4月1日から24疾病が追加され、330疾病が指定難病に指定されています。
※　障害者総合支援法（「障害福祉サービス等」）の対象となる難病等の範囲は、平成29年4月1日から358疾病に拡大されました。
※　難病の患者に対する医療等に関する法律の障害者施策への影響については、今後の国の動向を見守っていきます。


　年齢別では、65歳以上が最も多く1,090人、次いで40～64歳も928人と続いています。

図５－２、表５－２　難病患者（難病医療費等受給者）数（年齢別）（単位：人）
	年齢別
	平成28年度

	20歳未満
	11

	
	0.4%

	20～39歳
	463

	
	18.6%

	40～64歳
	928

	
	37.2%

	65歳以上
	1,090

	
	43.7%
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　小児慢性特定疾病医療費助成受理件数
小児慢性特定疾病にかかっている児童等（18歳未満の者。ただし、18歳に達した時点で小児慢性特定疾病医療受給者証を有し、かつ引き続き有効な医療受給者証を有する方[image: ]は満20歳未満まで延長可能。）について、健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担軽減をはかるため、その医療費の自己負担分の一部を助成する制度です。
　平成27年1月に小児慢性特定疾病医療費助成制度の制度変更があり、対象疾病が拡大されたことから、それまで減少傾向にあった受理件数が、平成26年度から増加傾向となっています。



図５－３　小児慢性特定疾病医療費助成受理件数の推移		（単位：件）
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※　各年度末現在
※　平成26年度は、小児慢性特定疾病医療費助成制度の制度変更が平成27年１月にあったため、既受給者が同一年度に２度申請しています。

表５－３　小児慢性特定疾病医療費助成受理件数の推移		（単位：件）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	受給者数
	139
	133
	129
	230
	151
	164


※　平成26年5月に「児童福祉法の一部を改正する法律」が公布され、平成27年1月1日から、新たな小児慢性特定疾病医療費助成制度が実施されました。それに伴い、小児慢性特定疾病は従来の514疾病から704疾病に拡大されました。更に平成29年4月1日から18疾病が追加され、722疾病となっています。


　年齢別では、15歳以上が64人と最も多くなっています。

図５－４、表５－４　小児慢性特定疾病医療費助成受理件数（年齢別）（単位：件）
	年齢別
	平成28年度

	６歳未満
	39

	
	23.8%

	６～11歳
	37

	
	22.6%

	12～14歳
	24

	
	14.6%

	15歳以上
	64

	
	39.0%
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（６）障害福祉サービス等支給決定者数
　平成28年度末現在の障害福祉サービス支給決定者数は1,958人、平成28年度中の地域生活支援サービス支給決定者数※は939人といずれも微増しています。
※　地域生活支援サービス支給決定者数とは、地域生活支援事業のうち、移動支援、日中一時支援の支給決定を受けている実人数です。

図６－１　障害福祉サービス支給決定者数の推移			（単位：人）
[image: ]








※　各年度末日現在

表６－１　障害福祉サービス支給決定者数の推移			（単位：人）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	支給決定者数
	1,744
	1,734
	1,762
	1,885
	1,929
	1,958



　介護保険サービスと障害福祉サービスの併給者は平成29年７月31日現在152人で、居宅介護が128人と最も多くなっています。

表６－２　介護保険併給利用者数					（単位：人）
	居宅介護
	重度訪問介護
	生活介護
	短期入所
	合計

	128
	16
	7
	1
	152


※　平成29年７月31日現在
※　平成28年度末現在の高齢者数（第1号被保険者数）は67,861人で、うち要介護等認定者数は12,831人となっています。また、要介護認定者出現率は18.90％で、高齢者数の増加に伴い要介護等認定者数も微増傾向となっています。
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図６－２　地域生活支援サービス支給決定者数の推移		（単位：人）
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※　各年度内支給決定実人数

表６－３　地域生活支援サービス支給決定者数の推移		（単位：人）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	支給決定者数
	837
	894
	914
	920
	925
	939



図６－３　障害児通所支援サービス支給決定者数の推移		（単位：人）
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※　各年度内支給決定実人数
表６－４　障害児通所支援サービス支給決定者数の推移		（単位：人）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	支給決定者数
	－
	317
	346
	391
	482
	550

	参考：児童
デイサービス
	229
	－
	－
	－
	－
	－
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図６－４　障害児通所支援サービス支給決定者数の内訳の推移	（単位：人）
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※　各年度内支給決定実人数
※　医療型児童発達支援の実績はありません
※　平成28年度の保育所等訪問支援の利用児9名中5名は、児童発達支援を合わせて利用していました。
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（７）障害支援（程度）区分別認定者数
　平成28年度末現在の障害支援区分認定者数は1,950人で、区分２に認定されている人が401人と最も多くなっています。

図７　障害支援（程度）区分別認定者数の推移			（単位：人）
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※　各年度末日現在
※　平成26年4月1日から、「障害程度区分」から「障害支援区分」へ名称・定義が改正されました。


表７　障害支援（程度）区分別認定者数の推移			（単位：人）
	
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	区分６
	182
	204
	219
	245
	277
	314

	区分５
	133
	147
	158
	164
	167
	167

	区分４
	140
	139
	141
	146
	136
	132

	区分３
	171
	177
	185
	189
	220
	214

	区分２
	249
	295
	319
	345
	370
	401

	区分１
	89
	111
	107
	102
	70
	63

	区分なし
	757
	646
	638
	694
	687
	659
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（８）新宿区の子どもの状況等
①子ども（0歳～14歳）の人口
この10年間で1割強増加しています。

図８－１　子ども（0歳～14歳）の人口の推移			（単位：人）
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※　各年4月1日現在、外国人登録人口を含む

[image: ]②幼稚園・保育園・子ども園児数
この10年間で約4割増加しています。

図８－２　幼稚園・保育園・子ども園児数の推移			（単位：人）
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※　幼稚園児数：各年度5月1日現在、保育園児数：各年度4月1日現在
※　子ども園児数：20～22年度5月1日現在、23～29年度4月1日現在


③区立小学校・中学校の児童・生徒数
ア　小学校児童数（通常学級）
この10年間で、1割弱増加しています。

図８－３　小学校児童数・小学校数の推移				（単位：人、校）
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※　各年度5月1日現在
[image: ]
イ　中学校生徒数（通常学級）
この10年間で、1割弱減少しています。

図８－４　中学校生徒数・中学校数の推移				（単位：人、校）
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※　各年度5月1日現在



ウ　小学校（特別支援学級・特別支援教室）児童数
増加が顕著で、特別支援教室の児童数はこの10年間で4倍以上に増加しています。

図８－５　小学校（特別支援学級・特別支援教室）児童数の推移	（単位：人）
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※　各年度5月1日現在
※　特別支援教室「まなびの教室」…通常の学級での学習に概ね参加できるものの、情緒障害◆や発達障害◆（学習障害、注意欠陥多動性障害等）のため特別な指導を必要とする児童のため、全区立小学校に設置している教室

エ　中学校（特別支援学級・通級指導学級）生徒数
増減を繰り返しながら、この10年間で3割強増加しています。

図８－６　中学校（特別支援学級・通級指導学級）生徒数の推移　（単位：人）
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※　各年度5月1日現在
※　通級指導学級…通常の学級での学習に概ね参加できるものの、情緒障害や発達障害（学習障害、注意欠陥多動性障害等）のため特別な指導を必要とする生徒のため、区立中学校に設置している学級
[image: ]


オ　特別支援学校（新宿養護学校）児童・生徒数
増減を繰り返しながら、この10年間で2割近く増加しています。

図８－７　特別支援学校（新宿養護学校）児童・生徒数の推移	（単位：人）
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※　各年度5月1日現在

[image: ]

２　障害者生活実態調査の結果概要
（１）[image: ]調査の概要

1 調査の目的
「障害者計画、第1期障害児福祉計画・第５期障害福祉計画」を平成29年度に策定するにあたり、平成28年度に新宿区内在住の障害者・障害児の生活実態、障害福祉サービス等の利用意向及び利用状況等を把握するための調査を実施しました。

②調査の対象・配付・回収状況
	配布・回収状況
	抽出方法
	配布数
	回収数
	回収率

	1　在宅の方
	層別抽出
	4,861
	2,411
	49.6%

	
	身体障害
	
	2,288
	1,174
	51.3%

	
	知的障害
	
	693
	386
	55.7%

	
	精神障害
	
	1,685
	757
	44.9%

	
	難病患者
	
	195
	94
	48.2%

	2　施設に入所している方
	悉皆調査
	238
	149
	62.6%

	3　18歳未満の方の保護者の方
	悉皆調査
	688
	389
	56.5%

	4　サービス事業者の方
	悉皆調査
	163
	116
	71.2%

	全体
	
	5,950
	3,065
	51.5%



③調査方法
郵送配付、郵送回収

④調査期間
平成28年11月14日(月)から平成28年11月28日(月)まで



（２）調査結果の概要
①　主な介助・支援者の年齢【在宅の方】
全体では「60～69歳」が31.0％と最も多く、次いで「50～59歳」が23.8％、「70～79歳」が21.5％などとなっており、「60～69歳」、「70～79歳」、「80歳以上」を合わせた『60歳代以上』の回答は61.8％となっています。障害別に見ても、すべての属性で『60歳代以上』の回答が半数を超えています。
[image: ]










②　主な介助・支援者のあなた以外への介助・支援状況【在宅の方】
全体では「高齢者の介護」が18.3％で最も多く、次いで「障害者の介護」が6.9％、「病人の看護」が3.5％などとなっています。一方、「ない」は59.4％となっています。障害別に見ると、発達障害◆、高次脳機能障害◆、知的障害で「高齢者の介護」がやや多くなっています。
[image: ][image: ]








③　主な介助・支援者が介助・支援できなくなった場合どうするか
【在宅の方】
全体では「ホームヘルパーを利用する」が20.2％と最も多く、次いで「施設に入所する」が17.3％、「一緒に住んでいる家族に頼む」が17.2％などとなっています。障害別に見ると、知的障害では「グループホーム◆、福祉ホーム◆に入所する」、精神障害、難病・特定疾患では「まだわからない」が特に多くなっています。
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＜過去の調査結果との比較＞
	順位
	平成25年度（総数=1,912）
	平成23年度（総数=1,010）

	１位
	一緒に住んでいる家族に頼む
18.1％
	一緒に住んでいる家族に頼む
22.0％

	２位
	施設に入所する
15.4％
	施設に入所する
18.3％

	３位
	ホームヘルプを利用する
14.8％
	ホームヘルプを利用する
16.9％

	４位
	グループホーム、ケアホーム、福祉ホームに入所する
12.1％
	グループホーム、ケアホーム、福祉ホームに入所する
16.9％

	５位
	別に住んでいる家族に頼む
11.8％
	別に住んでいる家族に頼む
14.3％




④　平日の日中の主な過ごし方【在宅の方】
全体では「正社員・正職員として働いている」が15.6％で最も多く、次いで「自宅で家事をしている」が15.4％、「パート・アルバイトなどで働いている」が13.2%などとなっています。障害別に見ると、身体障害では「正社員・正職員として働いている」、知的障害、発達障害◆では「福祉的就労をしている（作業所など）」、精神障害では「自宅で家事をしている」、高次脳機能障害◆では「特になにもしていない」が多くなっています。
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⑤　サービス利用に関して困っていること
【在宅の方、18歳未満の方の保護者】
在宅の方の回答では「サービスに関する情報が少ない」が28.8％と最も多く、次いで「区役所での手続きが大変」が22.7％、「利用したいサービスが利用できない」が9.8％などとなっています。一方、「特にない」は37.5％となっています。障害別に見ると、知的障害では「区役所での手続きが大変」がやや多く、高次脳機能障害◆、発達障害◆では「サービスに関する情報が少ない」が特に多くなっています。
18歳未[image: ]満の方の保護者の回答では「サービスに関する情報が少ない」が41.1％と最も多く、次いで「利用できる回数や日数が少ない」が23.9％、「事業者との利用日等の調整が大変」が20.6％などとなっています。障害別に見ると、身体障害では「利用したいサービスが利用できない」、知的障害、発達障害では「サービスに関する情報が少ない」が多くなっています。
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⑥　障害者差別解消法◆が施行されたことについての認知状況
【在宅の方、施設に入所している方、18歳未満の方の保護者】
最も多い回答は、在宅の方では「知らない」が52.1％、施設に入所している方では「わからない」が57.0％、18歳未満の方の保護者では「知らない」が45.2％となっています。
[image: ]











⑦　災害に対してどのような備えをしているか
【在宅の方、18歳未満の方の保護者】
在宅の方の[image: ]回答では「非常時持ち出し品の用意、非常食等の備蓄をしている」が31.9％と最も多く、次いで「日頃から家族で災害時の対応を話し合っている」が21.0％となっています。
18歳未満の方の保護者では「非常時持ち出し品の用意、非常食等の備蓄をしている」が51.9％と最も多く、次いで「日頃から家族で災害時の対応を話し合っている」が32.1％となっています。
[image: ]












⑧　今後希望する生活【在宅の方】
全体では「必要に応じてサービスを利用しながら地域で在宅生活を継続する」が47.7％と最も多く、次いで、かなり差があり「区内のグループホーム[image: ]◆に入居する」が4.7％、「区内の障害者の入所施設に入所する」が3.4％などとなっています。障害別に見ると、知的障害、発達障害◆では、「区内のグループホームに入居する」と「区内の障害者の入所施設に入所する」がやや多くなっています。
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＜過去の調査結果との比較＞
	順位
	平成25年度（総数=2,836）
	平成23年度（総数=1,680）

	１位
	地域で独立して生活する
31.3％
	地域で独立して生活する
28.8％

	２位
	親や親族のもとで生活する
19.8％
	親や親族のもとで生活する
19.7％

	３位
	区内に障害者の入所施設があれば入所する
7.3％
	区内に障害者の入所施設があれば入所する
6.5％

	４位
	高齢者の入所施設に入所する
6.6％
	グループホームなどに入居する
4.3％

	５位
	グループホームなどに入居する
4.5％
	高齢者の入所施設に入所する
3.9％




⑨　今後希望する生活【施設に入所している方】
全体では「現在の施設で生活したい」が59.1％と最も多く、次いで「施設を退所して、必要に応じてサービスを利用しながら新宿区内で生活したい」が4.7％、「別の施設で暮らしたい」が2.0％などとなっています。障害別に見ると、身体障害で[image: ]は、知的障害よりも「現在の施設で生活したい」の回答割合がやや高くなっています。
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＜過去の調査結果との比較＞
	順位
	平成25年度（総数=132）
	平成23年度（総数=110）

	１位
	現在の施設で生活したい
60.6％
	現在の施設で生活したい
20.0％

	２位
	別の施設で暮らしたい
6.8％
	家族と暮らしたい
19.7％

	３位
	施設を退所して、家族と生活したい
5.3％
	グループホームなどで生活したい
9.1％

	４位
	施設を退所して、独立して生活したい
3.0％
	独立して生活したい
1.8％

	５位
	施設を退所して、グループホームなどで生活したい
1.5％
	高齢者の入所施設に入所する

3.9％





⑩　現在の施設での生活を続けたい理由【施設に入所している方】
（※⑨の設問で｢現在の施設で生活したい｣と回答した方）
全体では「入所者や施設職員との関係が良好なため」が62.5％と最も多く、次いで「環境や日中活動の内容等に満足している」が45.5％、「家族の受け入れ体制が整っていない」が39.8％などとなっています。
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⑪　主な介助者の悩みや不安【18歳未満の方の保護者】
全体では「精神的な負担が大きい」が39.2％と最も多く、次いで「何かあった時に介助を頼める人がいない」が33.2％、「長期的な外出ができない」が27.6％などとなっています。障害別に見ると、身体障害では「身体的な負担が大きい」、発達障害◆では「精神的な負担が大きい」が特に多くなっています。
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＜過去の調査結果との比較＞順位
平成25年度（総数=238）
平成23年度（総数=177）
１位
精神的な負担が大きい
44.4％
精神的な負担が大きい
44.6％
２位
何かあった時に介助を頼める人がいない
39.3％
何かあった時に介助を頼める人がいない
44.1％
３位
休養やくつろぐ時間がない
31.4％
長期的な外出ができない
38.4％
４位
身体的な負担が大きい
28.9％
休養やくつろぐ時間がない
31.1％
５位
きょうだい児の世話が十分にできない
28.5％
身体的な負担が大きい
29.9％
６位
長期的な外出ができない
27.6％
経済的な負担が大きい
29.4％
７位
仕事に出られない
24.7％
健康について不安がある
27.1％
８位
睡眠が不足している
22.2％
仕事に出られない
23.7％


[bookmark: _Toc477880873][bookmark: _Toc478678410]











⑫　困ったときに相談する相手【18歳未満の方の保護者】
全体では「家族や親族」が75.8％と最も多く、「友人・知人・近所の人」と「学校の先生」が38.0％、「子ども総合センター（発達支援コーナーあいあい）」が37.8％などとなっています。障害別に見ると、身体障害、知的障害では「学校の先生」、手帳・診断なしでは「子ども総合センター（発達支援コーナーあいあい）」が特に多くなっています。
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＜過去の調査結果との比較＞順位
平成25年度（総数=366）
平成23年度（総数=204）
１位
家族や親族
74.6％
家族や親族
67.2％
２位
医療関係者（医師・看護師・ソーシャルワーカー）
35.5％
学校の教職員

47.1％
３位
友人・知人

34.7％
医療関係者（医師・看護師・ソーシャルワーカー）
45.1％
４位
子ども総合センター
33.1％
友人・知人
42.2％
５位
学校の教職員
32.2％
障害者の会や家族の会
14.2％
６位
保育園・子ども園・幼稚園の教職員
17.5％
区の窓口
10.8％
７位
インターネット等の情報
15.3％
ホームヘルパー
10.3％
８位
障害者福祉課の窓口
11.5％
インターネット
8.8％





⑬　日常的に必要としている医療的ケア◆【18歳未満の方の保護者】
全体では「服薬の支援」が26.5％で最も多く、次いで「吸入・ネブライザー◆」が5.9％、「吸引」が5.1％などとなっています。「特に必要としていない」は64.8％となっています。
「服薬の支援」、「吸入・ネブライザー」、「その他」を除き、「吸引」から「人工呼吸器の管理」までを統合した「いわゆる『医療的ケア』が必要」な状態に当てはまる人は7.2％となっています。

■全体　　　　　[image: ]　　　　　　　　　　　　●回答項目の統合
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いわゆる「医療的ケア」が必要と回答した児童の年齢
[image: ]





⑭　職員の充足状況【サービス事業者の方】
「やや不足している」が50.9％と全体の約半数を占めており、「非常に不足している」の32.4％と合わせると８割を超える事業所で職員が不足しています。一方、「十分である」は12.0％となっています。
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⑮　人材育成のための取組【サービス事業者の方】
[image: ]「都や区が実施する研修等へ参加」が83.3％と最も多く、次いで「法人内で研修等を実施」が80.6％、「外部団体が実施する研修等へ参加」が70.4％などとなっています。
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⑯　虐待防止マニュアルの整備状況【サービス事業者の方】
「事業所として整備している」が53.7％と最も多く、次いで「整備に向けて準備中である」が21.3％、「事業所では整備していないが、法人（事業者）では整備している」が13.9％となっています。一方、「整備していない」は5.6％となっています。
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第３章　計画の基本理念と基本目標
１　障害者計画で大切にしたいこと※
今期の障害者計画の策定にあたって、区が大切にしたいことをお伝えします。

新宿区障害児福祉計画の策定
障害者計画のこれまでの施策体系を見直し、障害児に関する個別施策について前面に打ち出します。個々に応じた健やかな成長のため、過不足なくサービスを提供できるように、区は、専門性や個別性の高い支援や早期療育、関係機関の連携について、これまで以上に力を注いでいきます。
また、児童福祉法の改正により、障害児福祉計画を定めることになり、第１期障害児[image: ]福祉計画を、第5期障害福祉計画と一体的に策定しました。就学前の子どもたちのための療育や、就学している子どもの生活能力や社会性をはぐくむ通所支援サービス、障害児相談支援のサービス提供体制の確保の方策や成果目標について定めて、計画的に取り組んでいきます。

障害者差別解消と権利擁護の推進
障害のある人もない人も、人として等しく充実した人生を送る権利があります。障害があることが理由で、正当な理由のない差別的な対応を受け、飲食店等で入店を拒否される・・・それは、障害者が甘んじて受け入れなければならない宿命でしょうか。そんな理不尽なことはありません。障害者の差別禁止は、国際条約で定められた万国共通の普遍的な理念です。
区は、新たな基本計画の中で「障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備」を個別施策に掲げています。障害のある人もない人も一人ひとりの人権と意思が尊重され、障害があるということで差別されることなく、地域で誰もが尊厳を持って暮らし続けられるまちをめざします。それは人権と生命と多様性が尊重され、自己選択が保障される社会です。
東京2020オリンピック・パラリンピックでは、国内外から多くの障害のある観光客やアスリートが新宿を訪れることが予想されています。この大会を好機ととらえ、障害理解に向けた情報発信や交流イベントの開催等を積極的に行っていき、真のバリアフリー◆社会の実現をめざしていきます。


高齢化・重度化への対応
日本の高齢者人口の割合は増加の一途をたどっており、この状況は新宿区の障害者にとっても例外ではありません。
障害のあるなしに関わらず、年齢を重ねると今までできていたことが多かれ少なかれ困難になっていきます。目や耳が不自由になる方、脳血管障害から半身まひの後遺症が残った方、人工股関節手術をした方、心臓ペースメーカーや人工透析を始める方等、高齢期に入ってから障害者となる方は毎年大勢います。一方で、先天性や若年期からの障害者の場合は、元々の障害がさらに進行して不自由さが増大する方や、それまでの障害に加えて加齢に伴い手足や目、耳が不自由になる方、内部障害や精神障害を併発する方もいます。区内では支援の程度が重度の方が増加傾向にあります。高齢期の障害者の課題は、様々な個別の事情や背景があることを理解した上で、障害の重度化・重複化について考察する必要があります。
家族が日常的なお世話をずっと行ってきた障害者の家庭で、主な介助者だった家族が高齢化し体が弱ってきたときや、病気になったときも、それまでと同じ生活を続けることが困難に陥ります。障害者本人の高齢化や障害の重度化だけでなく、年齢を重ねることに伴う家族の高齢化も、支援のあり方を見直すきっかけとなります。
障害者が住み慣れた地域で暮らし続けるには、家族の支援なしでも安心して過ごすことのできる住まいや日中の居場所、ホームヘルパー等その人ごとに真に必要な過不足のないサービス提供が必要です。年齢を重ねても障害が重くなっても、その人らしく充実した生活を送る事ができるよう、障害者福祉施策にとどまらず医療、保健、介護等とも連携し、支援できる体制づくりを目標にしていきます。インフォーマルな社会資源◆の活用についても検討を行い、持続可能な福祉社会を築いていきます。

[image: ]
地域共生社会の実現
厚生労働省では、「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」を平成29年2月に示し、改革の骨格として、（1）地域課題の解決力の強化、（2）地域丸ごとのつながりの強化、（3）地域を基盤とする包括的支援の強化、（4）専門的人材の機能強化・最大活用の4つの柱を掲げています。地域包括ケアシステム◆の理念を普遍化し、高齢者のみならず、障害者や子どもなど生活上の困難を抱える方が地域において自立した生活を送ることができるよう、地域住民と公的支援が連動することや、切れ目のない支援の実現をめざしています。
自助、互助、共助、公助という重層的な支え合いを示す普遍的な考え方のもと、少子高齢社会や財政状況の観点からも、バランスのとれた社会保障制度の重要性が増しています。
社会保障制度は障害者福祉の他に、子育て支援、高齢者介護、生活困窮者支援等、分野別に発展し、充実しつつあります。その一方、高齢期の障害者の支援や、障害者だけでなく高齢者の介護や子育てを一つの世帯で担っているダブル介護等の状況では、障害者福祉、高齢者介護、子育て支援等の複数の分野にまたがるサービスの利用や支援の連携が必要になります。「私たちの暮らすまち新宿」という地域において、福祉や介護に限定しない様々な生活課題の把握や、困難な状況にある本人のみならずその世帯全体を支えていくことが求められています。障害のある人もない人も共に生きる社会で、一人ひとりの暮らしと生きがいを共に支え合う地域共生社会をめざしていきます。

[image: ]
※「障害者計画で大切にしたいこと」については、平成30年度から10か年の障害者計画の策定にあたって、前回の計画策定時と比較して新たな視点で盛り込む必要があるものを取り上げています。



２　基本理念◇ 障害者が尊厳を持って生活できる地域共生社会の実現




「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」の批准にむけた一連の法改正や制度改正の一環として、平成28年4月、障害者差別解消法◆及び改正障害者雇用促進法◆が施行されました。
障害者権利条約では、「すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な共有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的」とし、障害者の権利の実現のための措置等について定めています。障害者差別解消法では、正当な理由なく障害を理由とした差別を行うことが明確に禁止されるとともに、合理的配慮◆の不提供も差別と位置付けています。
区は、この条約や障害者差別解消法の趣旨を尊重し、すべての障害者が、障害のない人と等しく、個人の尊厳が尊重され、それぞれの自己決定・自己選択によって地域の中で他の人々と共生することが妨げられずに、安心して暮らすことができ、区民一人ひとりが大切にされる地域共生社会をめざします。

◇ バリアフリー◆社会の実現



ノーマライゼーション◆の理念に基づき、障害のある人も障害のない人も地域を構成する一員として共に支えあい、障害者が自ら望む活動に積極的に参加できる共生社会を実現するために、すべての人たちが、障害についての理解を深めることが必要です。
区はあらゆる機会や場面を通じて、社会的・物理的なバリアフリーを促進し、こころの中のバリアもなくすために必要な合理的な配慮を怠らず、安全で豊かな地域共生社会をめざします。

◇ 必要な時に必要な支援が得られる地域共生社会の実現



乳幼児期から学齢期、成年期、高齢期に至るまで、障害者が地域の中で生き生きと成長し、その人らしく自立した生活を実現するために、それぞれのライフステージ◆に応じた切れ目のな[image: ]い支援を得られることが必要です。
区は、障害者やその家族の相談に的確に応じることをはじめ、関係するさまざまな分野にわたる支援・連携を一層強化し、適切な情報や必要なサービスの提供など、総合的な支援を受けられる地域共生社会の実現をめざします。

３　基本目標
基本目標Ⅰ　安心して地域生活が送れるための支援
「生活の中で出来ない事を手伝ってほしい」「働きたい」「誰かのためになりたい」など地域で生活するといってもその方によって思いは様々です。そのひとつひとつの思いを実現するために障害福祉のサービスや様々な支援のメニューがあります。自分が利用できるサービスは何か、それにはどのようなメニューがあるのか分からない、相談したくてもどこの誰に相談すれば良いか分からない・・・など、まだまだ障害者のための情報発信が少ないと感じている方が多くいます。自分の思いを受け止めてもらえる場所、ＳＯＳを出せる場所として、区の障害者福祉課内に設置した基幹相談支援センター、区立障害者福祉センター、区立障害者生活支援センター、社会福祉法人南風会シャロームみなみ風を中心とした地域生活支[image: ]援体制について、より多くの人に周知して行く必要があります。
また、安心して新宿に住み、生活を続けることができるよう通所施設の支援機能を高めることやグループホーム◆の整備を促進し、住み慣れた新宿でいつまでも自分らしくいきいきと暮らしていけるような支援を続けていきます。

基本目標Ⅱ　ライフステージ◆に応じた成長と自立への支援
赤ちゃんが幼児になり、やがて学童期を迎え、思春期、青年期、そして成年期を迎えます。ライフステージに応じて、その時その時に必要な相談、助言やサポートをちょうど良いタイミングで適切に受けることで、その子どもの力を最大限引き出し、様々な機能の発達を支援し、健やかな成長を促すことが可能になります。
医療技術の進歩等を背景として、医療的ケア◆を必要とする障害児が増加しています。身近な地域の中に頼りになる医療機関や看護、療育、子育て支援施設等があって、家族とともに手を携えてチームとして支えていける手厚い支援体制の構築が求められています。
発達障害◆児についても増加傾向にあります。早期療育、就園、就学、進学、就職とライフステージに応じた、切れ目のない適切な支援で、個性にあった発達と成長を促し、成長過程のつまずきや混乱を軽減できるよう、療育、保育、教育、就労支援等の関係機関の連携が大変重要です。
障害種別や程度に関わらず、一人ひとりの子どもの育ちを多機関・多職種が連携して保障していきます。



基本目標Ⅲ　地域共生社会におけるバリアフリー◆の促進
バリアフリーの促進には、建物の出入り口の段差にスロープを設置するといった物理的なバリアフリーと、障害のない人が障害のある人に抱く差別や偏見を解消し障害理解を促進していくという心のバリアフリーの２種類があります。視覚障害者のホーム転落事故では、駅のホームの構造的な危険性が明らかになるとともに、多くの人々にとっては声掛けやちょっとしたお手伝いをもっと積極的にした方がよかったのではないかと心のバリアフリーを考える出来事になりました。
物理的なバリアフリーは、機材の導入や改修工事をすることで実現することができるものもあります。設計の事前段階で、障害者や支援者等の意見を聴き、誰もが利用しやすいユニバーサルデザイン◆の施設整備の実現をめざしていきます。障害の種別や程度ごとに配慮すべきことが多種多様ですので、全ての人にとって100点満点というのは難しいものです。建設的対話を通じ、合意点を探る努力が必要です。
一方、心のバリアフリーはどうでしょう。障害者と実際に出会い、ともに時間を共有するような体験をして、自分自身の心の深いところでその人への親しみや共感、尊敬といった感情を抱いたことがあれば、障害者への理由なき嫌悪感や無関心、差別的感情は軽[image: ]減していき、障害理解に向けた大切な一歩を踏み出したことになるのではないでしょうか。区では、障害理解促進にこれまで以上に力を入れていきます。
東京2020オリンピック・パラリンピックの開催に向け、駅周辺等のまちづくりを推進し、区内の物理的なバリアフリー化を更に促進するとともに、障害理解の促進による心のバリアフリーも、一層推進していきます。
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